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はじめに
筆者は以前、潜在的な環境汚染性と循環的な資源化利用の可能性をもつ廃
棄物（プラスチック廃棄物）問題を取り上げ、廃棄物（循環資源）の国内お
よび国際的な循環資源流通の現状分析と基礎的検討を行い、今後の主体別・
対象品冨別の研究を約束した1。本稿はそれを受けて、持続可能な循環型社
会構築に向けた企業の取組みを、金属リサイクルを中心に検討することを目
的としている。
まず、リサイクリングの意義を持続可能性の4つのシステム条件との関連
で論じ、次いで、金属リサイクリングの事業現場などを現地調査した
DOWAの取組みを詳しく紹介し、最後に企業視点からの国際的な循環資源
流通を考察する。
1大江宏「廃棄物と循環資源の問：日中間の魔プラスチックス流通を中心に」「アジア研究
所紀要1第封号（2008．3、pp．185－215）所収
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1．持続可能な社会へ向けたシステム条件とリサイクリング・ビジネス
1－1．持続可能性のシステム条件2
スウェーデンの環境NGO「ナチュラル・ステップ」のカール＝ヘンリク・
ロベールは、よく知られた、持続可能な社会のための4つのシステム条件と
して次を挙げている3。
システム条件1：生物圏の中で、地殻から掘り出した物質の濃度を増やし
続けてはならない
システム条件2：生物潟の中で、人工的に製造した物質の濃度を増やし続
けてはならない
システム条件3：自然の循環と多様性を支える物理的基盤を破壊し続けて
はならない
システム条件4：効率的で公平な資源の利用を図らなければならない
条件1は、人間が、石油、金属、その他の鉱物などを大量に地下から掘り
出し、使用、消耗、放散することによって、自然循環以外の物質が絶え間な
く自然界に運び込まれて、持続不可能なレベルに向かって、自然の汚染濃度
が高まっていることを指している。
条件2は、自然循環が、人間社会の廃棄物を資源に再生したり、地殻に戻
して安定させたりするよりもはるかに速いスピードと規模で、自然に異質で、
長寿命かつ生分解できない廃棄物が増えて、持続不可能な自然の汚染が広
がっている（DDT、ダイオキシン、PCB、フロンなど）ことを指している。
条件3は、例えば、森林乱伐、過放牧、農作放棄などによる土壌浸食や砂
漠化は、自然の廃棄物の処理能力の低下にとどまらず、自然自体が持続出来
2　ここでいうシステムとは、ホーリスティックで全体的な把複であり、生態系システム、自
然システムを含む全地球的視点からの条件である。
3ロペール，K．H．．（1996）第5牽および（1998）第7章を参照されたい。
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ない廃棄物になってしまうことを指している。
条件4は、人間のニーズを満たすための資源利用の技術的、組織的、およ
びニーズ満足の効率性と、人間のニーズをグローバルなレベルで効率的に満
たすという公平性が、持続可能性のための条件であることを指している。
上のシステム条件1、3は、生態学的にみた持続可能な資源利用の条件で
あるが、システム条件4は、システム条件1、3を満たすための社会的な持
続可能性の条件である。現在の世界は、4つのシステム条件のどれにも大き
く違反しており、その結果、自然破壊が進行し、廃棄物が増大しているのは
実感される通りである。
人間は、石油、天然ガス、鉄、銅、鉛、貴金属など地下資源を採掘して経
済を発展させてきた。その活動が停まるところを知らずに直線的に拡大・加
速してきた結果、早くから　r成長の限界Pが認識され、「エコロジカル・
フットプリント」5から見て、人間活動が既に地球の環境容量を超えてし
まっていることが指摘されてきた。
生命活動の基本物質である二酸化炭素でさえ、自然循環の容量を超えて増
大すれば、温室効果ガスとして深刻な影響を及ぼしかねない事態に至る。人
間活動の直線的な拡大による環境負荷の大きさが容易に想像されよう。本稿
で招介する金属も、鉄にしろ非鉄金属にしろ、採掘、製鋼や精錬などの生産
プロセスにおいて大きな環境負荷を伴う。長期にわたる大量の生産・使用・
蓄積・廃棄の経済活動、および相対的に少量であっても毒性の強い希少金属
の利用拡大は、持続可能なシステム条件に大きく反している。企業活動、ビ
ジネス戦略は、システム条件を跨まえた活動が可能かどうか検討する。
4メドゥズ，D，H．他（大乗佐武郎監訳）r成長の限界－ローマ・クラブ「人類の危機」レ
ポートJ　ダイヤモンド社、1972．
51990年初期にブリティッシュ・コロンビア大学で開発された概念で、人間の資源消費量
（環境負荷）と自然の生産能力（資源の再生産と廃棄物の浄化）を比較し、現存面杵と必
要面積を比べたもので、人間の緩済活動は1970年代にすでに自然の生産能力を超えてい
るという。「平成13年版　環境白割pp．38－39．
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1－2．金属のリサイクルおよびリサイクリング6の意義
鉱物資源の分類例の1つに衷1がある7。本稿でいう金属は、表1の鉱物
資源から非金属を除いたものを、また後段のDOWAの事例の折りには、表
中の非鉄金属を主に指している。
表1鉱物資源の分類（脚注7に、広狭義、軽金属の分類と鉱物例示を筆者
が追加）
鉱
物
資
源
金 属
ア ル カ リ 金 属 ： リ チ ウ ム 、 ナ ト リ ウ ム 、 カ リ ウ ム な ど
ア ル カ リ 土 類 金 属 ：ベ リ リ ウ ム 、 マ グ ネ シ ウ ム 、 カ ル シ ウ ム な ど
遷 移 金 属
鉄 非 鉄 金 属 （狭 義 ） （ベ ー ス メ タ ル ） ：銅 、 鉛 、 亜 鉛 、 錫
非 鉄 金 属
（広 義 ）
軽 金 属 ：ア ル ミ ニ ウ ム 、 マ グ ネ シ ウ ム
貴 金 属 （プ レ シ ャ ス メ タ ル ）：金 、 銀 、 白 金 な ど
希 少 金 属 （レ ア メ タ ル ） ：コ バ ル ト 、 イ ン ジ ウ ム 、 ガ リ ウ
ム 、 リ チ ウ ム 、 希 土 類 （17元 素 を 含 む ） な ど 31種
非 金 属 ：岩 石 類 、 粘 土 頼 、 宝 石 類 、 土 、 砂 、 レ ア ア ー ス （希 土 類 ： ラ ン タ ン 、 セ リ ウ
ム な ど ）
ここで少々寄り道になるが、鉄と非鉄金属の分類について一言触れたい。
両者を分けるのは、鉱物資源としての特性が大きく異なるからである。例え
ば、鉄鋼原料の鉄鉱石は酸化物であり、鉄鉱石鉱山の鉄品位（含有率）は約
60％であるのに対し、非鉄金属の鉱石は硫化物であり、硫黄（S）との化合
物を構成している㌔　また鉄に比べて品位が低く、鉱床には複数の金属種が
混じる多成分である。また鉄鉱石はそのまま製鉄所に搬入されるの対して、
非鉄金属の方は一般的に鉱山に隣接した選鉱場で選鉱してから製錬所に入る。
6ここでは「リサイクル」は、広義のリサイクルで、3R（Reduce．Reuse．Recycle）を含
んでいる。また「リサイクリング」は、特定の主体が行う広義のリサイクル活動を指して
いる。
7志賀美英r鉱物資源論）より、http：／／home．hlrOShima－u．aCjp／er／Rmin＿KS＿T16．htmlただ
し、目的により多様な分類がある。例えば、鉄やアルミはベースメタルでもあるし、レア
メタルの定義も多様である。文献14を参考に、表を修正した。
8赤鉄鉱（Fe203）、黄銅鉱（CuFeS2）、閃亜鉛鉱（ZnS）、方鉛鉱（PbS）など。
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選鉱後（精鉱）も異なる金属種の混入が避けられないほか、貴金属やレアメ
タルが精鉱に随伴する。
ただし、非鉄金屑のうち、アルミニウムは鉄と同じく酸化物（ボーキサイ
ト）が採掘対象であり、その後の製錬も硫化物とは技術的・設備的にも異な
る。また地殻における存在度（量）も、鉄（7％）、アルミニウム（8％）、
マグネシウム（3％）であるのに対して、鍋、鉛、亜鉛は数十ppmと3桁低
く、これらの金属に随伴する形で採取される貴金属やレアメタル規はさらに
この数十けた低いレベルである。硫化物系鉱物資源の希少性をイメージして
おく必要がある9。
ここで、なぜ金属リサイクルが重要であるかを、2つの視点から説明する。
（1）システム条件との関連
地殻から掘り出した金属は遅かれ早かれ1グラム残らず自然界の表面に到
達し、それがそこでの金属物質濃度を上昇させる（物質不滅の法則および熱
力学の第二法則）。一般に、金属物質の有害性による環境破壊のメカニズム
は複雑であり、しかも被害の発生までに相当の時間的遅れを伴う。しかし大
量・長期の利用により、生態系における金属物質渡度の急上昇が続くと、
個々の物質によって異なるが、いずれ濃度の限界値を超えてくると、急性・
慢性の、直接・間接の人体や生物への深刻な被害が生じてこよう10。
例えば、水銀や鉛と並んで強い毒性を持つカドミウムは、ニカド電池や電
気製品のメッキなどに広く使用されているレアメタルであるが、いま世界中
でカドミウムの土壌中漉度が上昇している。原因は、鉱山や工業部門からの
排出、特定の廃棄製品などからの排出が、食物連鎖などから徐々に生物濃縮
が進み、食品から人体内への摂取が進んでいると警告されている。因みに、
日本は世界最大のカドミウム消費国であり、米のカドミウム濃度も他国米よ
9仲雅之（2（X妬）参照。
10ロベール，K．HH（1996）、pp199－230，
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りもかなり高い（規制基準値は国際規格よりも低い）。悲惨なイタイイタイ
病の原因物質であり、長期に摂取すると腎臓などの機能障害を引き起こすと
される。
経済活動に不可欠の金属を、物質濃度を高めずに利用していくためにはど
うすればよいか。まずはリサイクルを通じた金属の循環的な利用システムを
抜本的に酎ヒすることが考えられる。製品から長期的、短期的に環境に排出
される廃棄物を減らし、可能な限り金属スクラップを再生利用に回していく
ことには大きなメリットがある。鉱石の採掘による環境破壊の防止、生産プ
ロセスにおけるエネルギーの節約、排出物質の減少、等々である。
例えば、表2は、スウェーデンにおける鉄とアルミの新規生産と再生生産
における所要労働力と所要エネルギーを比較したものである11。所要エネル
ギーを見ると、再生生産は新規生産に比べて、鉄で18％、アルミで12％に過
ぎない。再生利用に回る屑鉄は、鉄の生産量の三分の一に過ぎないが、屑鉄
利用により、採鉱、コークスの燃焼、鉄鉱石の溶解などによる一連の排出物
表2　金属の新規生産と再生生産の所要労働力と所要エネルギーの比較：出
所は脚注11
所要労働力　　 所要エ ネルギー
（人時間／ トン）　 （キ ロワッ ト時／ トン）
鉄の生産
鉄鉱石か ら 3．7　　　　　　　　　　 5，100
屑鉄 か ら 4．4　　　　　　　　　　　　　 900
アル ミニ ウムの生産
ボーキサ イ トか ら 14．4　　　　　　　　　 20，300
ス クラ ップか ら 13．4　　　　　　　　　　 2，500
11ロペール，K．IL（1996）、p222．
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の生成も回避される。他の金属についても同様の図式が当てはまる。
この表から、リサイクル利用のパイプを太くすること、従って、鉄でいえ
ば、耐久性に優れ、再使用や再溶解の可能な製品づくりに対する投資の拡大、
鉄鉱石に依存する大規模製鉄所よりも効率のよい小規模製鉄所の育成政策な
どのシステム構築が必要であることがわかる。
このようにリサイクルは持続可能な社会づくりにとって極めて重要である
が、課題もある。表2でわかるように、所要エネルギーがはるかに少ないに
も拘らず、所要労働力に殆ど差がないか、むしろ多めである。そこから手間
暇かかるリサイクルは利益に繋がらない。その理由は、一般的に、エネル
ギー使用量の少なさが競争優位性に繋がりにくいエネルギー価格と税率の低
さにある。また、スクラップは何種類もの金属を含んでいて、リサイクル・
コストを押し上げている。この品位の低さは、リサイクル時の環境負荷に繋
がるので、場合によっては、リサイクル・コストが高くなり過ぎて経済的に
リサイクルが不可能になる。製品の廃棄後のリサイクルが容易となるような
生産段階における環境配慮設計（DfE：DesignforEnvironment）に基づく
生産を促進する政策が不可欠である。
かかるリサイクルの課題・限界から、システム条件的な問題解決には、
「リサイクル率の向上だけでは不十分であり、社会が利用する金属の稔量削
減が必要である」12。そのためには、製品寿命の向上、情報技術の一層の活用、
社会のインフラストラクチュァの改善（効率的な交通体系など）、なによりも
システム的視点に立って不必要な、あるいは代替可能な部分に使用されてい
る金属の使用中止を図っていくことである。
（2）産業レベル、企業レベルの視点
持続可能な社会づくりのためには、システム条件に違反しない企業活動が
要請されると共に、ビジネスとして成功させなければならない。その点で、
12ロペール，K．H．．（1996）、p．225．
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金属リサイクリングは社会的要請に応える環境ビジネスである。
①　省資源・資源確保ビジネス：言うまでもなく地下資源は有限である。日
本はかって銀や銅の世界有数の産出国であったが、鉱石の枯渇、諸コス
ト上昇などで採算が取れず閉山が続き、いまや国内の金属鉱山は1カ所
のみで、必要金属資源のほぼ全量を海外に依存している。しかも世界一
の金属資源消費国である13。資源枯渇を回避し、また、いわゆるBRICs
の経済成長による資源需要急増や資源価格の高騰などへの対応を考慮す
れば、リサイクル・ビジネスの重要性は高まっている。
②「都市鉱山」開発ビジネス：「都市鉱山」（UrbanMining）とは、家電
製品など都市で大量に廃棄される使用済み廃棄物の中には有用な金属や
重要性が高まっているレアメタル資源が存在しており、それを一つの大
きな鉱山と考えて、資源をそこから積棲的に取り出そうというものであ
る。（独）物質・材料研究機構（MMS）が、わが国の都市鉱山は世界有
数の資源国に匹敵する規模である、と発表し一躍脚光を浴びてきた。例
えば、金は現在の世界埋蔵量の16％（6，8榊t）、銀は22％（6万t）、
インジウム61％、錫11％などと、世界埋蔵量の一割を超える金属が多数
あるとした14。確かに、1つひとつが「都市鉱石」とも言える使用済み
の家電や携帯電話には多数の有用な金属類が含まれているので、廃棄物
的に海外に流出させたり、回収しやすい主な金属だけを取り出して、レ
アメタル類を殆ど回収せずに埋め立ててしまうのはもったいない。しか
し「都市鉱山」のスローガンは実態以上に過大な期待を集めているよう
に思える。ビジネスとして成り立つための剛又規模15の確保や回収コス
13日本は世界の消費量の中で、例えば、鋼7％、亜鉛5％、ニッケル14％、プラチナ15％な
どを占める。「日本の金属資源事情」（猟）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）
のHP参照：http・／／wwwjogmec．gojp／index，html
14「わが国の都市鉱山は世界有数の資源国に匹敵」（独）物質・材料研究板橋（NIMS）、
2∝臥1．11発表資料。httpこ／／www，nims．gojp／
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トでの課題解決が必要である16。
③　環境負荷低減・省エネルギーのビジネス：鋼の精錬所に持ち込まれる
精鉱と呼ばれる鉱石は、鉱山の選鉱場で鋼分が20～30％にまで漣縮され
たものだが、鉱山の鋼鉱石中の鋼は0．5％に過ぎない。主流の露天掘り
採掘では地下の鉱床に至るまでに、すり鉢状に大量の土砂と岩石を剥ぎ
取る（剥土という）。金属の生産には、大量の土砂、岩石の移動と残浮
の発生や大量の水とエネルギー使用を伴っている。鉱石中に微量にしか
存在しないレアメタルは膨大な土砂、岩石、残津を発生させていると想
像できる。1tの鉱石から、白金は1g、金は4gほどしか取れないの
である。しかし、廃棄デジタルカメラは銅を約6％含有しており、国の
内外を問わず、鉱山開発の環境負荷を緩和するた捌こも金属リサイクル
・ビジネスは重要である17。
④　廃棄物処理・有害金属回収ビジネス：製品廃棄物をさまざま方法で分
解・分別して、金属およびプラスチックを回収、さらには溶融して重金
属等の回収を行う。これらによって、最終処分量を減容するとともに、
土壌に重金属等を溶出させにくくする。有害物質の回収・管理はこれか
ら重要な課題になるので、メタル・リサイクルのビジネスと一体である0
⑤　国際貢献ビジネス：日本が熱心に進めている国際循環資源の3R政策
に積極的に関わることによって、新興国や途上国でこれから高まる高度
なリサイクル（重金属等の環境汚染物質の回収技術）ニーズに応えるビ
15例えば、携帯電話は電池を除くと釦gほど。携帯電話1台には約6・8mgの金が含まれるが、
1kgの金を回収するには、約15万台（17t）の使用済み携帯電話を回収する必要がある0
「日本は地上の資源国」r日本経済新開」2∝旭．6．8記事。
16「都市鉱山」を発展させた「人工鉱床」概念が東北大学グループによって提唱されていて、
傾聴に値する。白鳥寿一・中村崇「人工鉱床構想一ReservetoStockの考え方とその運用
に関する捷案－」「資源と素材」Vol．122（2∝軌325－329，中村崇「小型家電のリサイクル
ー人工鉱床の展開一」r廃棄物資源循環学会副Vol．20No．2（2（泊9）など参照0
17仲雅之「希少金属リサイクルのリスクとプレミアム」細田衛士（2（氾9）所収論文、p・136・
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ジネス機会である。
金属リサイクルが持続可能な社会づくりに重要な役割を果たすことを、シ
ステム条件とビジネス視点から一般的に見てきたが、以下では個別企業の金
属リサイクリングを通して具体的に環境ビジネスの可能性と課題をみていき
たい。
2．DOWAの環境ビジネス
多くの企業が、金属リサイクル・ビジネスに関わっているが、次に非鉄金
属リサイクルの大手企業である、DOWAホールディングスを取り上げて、
金属リサイクルの現場を見てみる1㌔
2－1．DOWAホールディングス㈱の沿革19
①18朗（M17）年、前身である藤田組が官営小坂鉱山（秋因県小坂町）
を、政府から払い下げを受けて創業（当初は銀鉱山）。
②　その後、銀鉱床の下部にある膨大な銅鉱を採掘・精錬する技術を導入、
花岡鉱山の買収、周辺の新たな鉱床の発見などを通じて、間もなく日本
最大の鉱産額を誇る大鉱山に発展20。
③1945（S20）年、同和鉱業㈱に商号変更。戦後の国内鉱山全盛時代
（1960S、1980半ば）には、「黒鉱」21から鋼、鉛、亜鉛をはじめ貴金属
18筆者は、2（氾8．7．25にDOWAエコシステム㈱本社のリサイクル事業部担当部長の仲雅之
氏より、DOWAの事業および金属リサイクルの全般の説明を、また同氏のご案内で2（わ8
／8／26、秋田県大館市、小坂町、および周辺地城を訪問した。現地において、㈱エコーけ
イクル社の山口虎貪代表取締役社長、小坂製錬柵の永日秀樹監査役より、それぞれのご説
明とご案内を頂いた。ここに心より厚く御礼申し上げる次第ある（役職名は当時）。
19以下の記述は、第105期（H19．4．トH20．3．31）有価証券報告書、第1（格期（H20．4．ト
H21・3．31）有価証券報告書、第107期中間報告書、文献18、19などによる。
却往時の隆盛を伝える「旧小坂鉱山事務所」（M38建設）が国指定重要文化財として小坂町
に保存されている。
21複雑硫化鉱と呼ばれ、銅、鉛、亜鉛を主に、少量の貴金属、緻量のレアメタルを含む鉱石
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やレアメタルを取り出す選鉱技術、精錬技術を発展させた。
④　その後、オイルショック、円高、可採鉱量の枯渇などから国内の黒鉱
鉱山は全て採掘休止となり（1994の花岡鉱山が最後）、海外の輸入複雑硫
化鉱の処理を開始し、リサイクル原料の製錬、不動産屋や建設など事業
を多角化して生き残りを模索。
⑤　2000年以降は、循環型社会づくりの追い風を受けた使用済み製品のリ
サイクル事業、電気電子産業の高度化に伴う多種類金属の使用傾向を受
けて黒鉱処理で培った製錬技術による非鉄金属匝川又事業、土壌浄化事業
（花岡鉱山の一旦休止した選鉱場を汚染土境の浄化施設として活用）な
ど事業の選択と集中を推進。
⑥　2003（H15）年、蘇州同和資源総合利用有限公司設立。
⑦　2006（H18）年、持株会社別を導入し、商号を「DOWAホールディ
ングス株式会社」に変更すると同時に、5つの事業部門を会社分割し、
各事業会社へ継続。
2009（H21）年3月末、第106期は、売上高3，469（4，758）億円、経常利益
△134（448）僚軋当期純利益△281（別5）億円、従業貞4，739（4，166）人22。
過去最高業績の2007年（105期）に比べて2008年は大きく落ち込んだが、今
期（107期）は当初の予想を越えて急回復しつつある。
2－2．DOWAグループの事業内容と戦略
1990年代の鉱山の閉山や事業多角化の失敗の後、20（氾年以降の事業構造改
革を推進し、組織を見直し、持株会社制と5つの事業会社別を敷いた（20価
で、選鉱（鉱石の破砕、粉砕、鉱物の採取、漉崩し、精鉱とする）と製錬に高い技術を必
要とする。
2（）内は前期実乱従業員の増加は海外の会社買収による。第107期（2010・3）の直近見
込みは、売上高2，780、経常利益1（机当期純利益50（単位は億円）と、急回筏しつつあ
る。
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年）（図1参照）。5部門の関係会社は約60社に上り、事業所は全国（秋田、
関東、間山、九州などに拠点）に展開するが、とりわけ発祥の秋田県北部地
区は最重要拠点である。
製錬部門：鋼、鉛、亜鉛、金、銀、亜鉛合金、プラチナ、パラジウム、ロ
ジウム、カドミウム、ビスマス、硫酸などの製造販売
DOWAメタルマイン、秋田製錬、小坂製錬、日本ピージーエム、
秋田レアメタルなど
環境・リサイクル部門：廃棄物処理業、資源リサイクル業、土壌浄化業、
物流業など
DOWAエコシステム、エコシステム花岡、エコシステムリサ
イクリングなど
電子材料部門：高純度レアメタル、各種化合物半導体ウェハ、LEDなど
の製造・販売
DOWAエレクトロニクス、DOWAハイテックなど
金属加工部門：銅、黄銅および銅合金の板条、メッキ加工品、回路基板な
どの製造・販売
DOWAメタルテック、DOWAメタニクス、DOWAハイテッ
クなど
熱処理部門：自動車部品の金属材科の熱処理、表面処理加工など
DOWAサーモテック、DOWAサーモエンジニアリングなど
その他部門：不動産賃貸業、プランと建設業、事務管理業務、技術開発業
務など
DOWAマネジメントサービス、DOWAテクノロジー、秋田工
常など
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図1DOWAのビジネス組織（文献14より作成）
製錬事業
環境・リサイクル事業
電子材料事業
金属加工事業
熱処理事業
事務管理支後
各事業部門（会社）はバラバラにあるのではない。5つのコアビジネスを
有機的に繋いで、環境ビジネス、リサイクル・ビジネスのシナジー効果の発
揮を狙っている。
例えば、グループ会社（エコシステムジャパン、同和通運）などにより収
集・運搬された廃棄物は、廃家電であれば、大館市花同地区の家電リサイク
ル工場（エコリサイクル）へ、産業廃棄物であれば、同じ花岡地区のエコシ
ステム秋田へ、シュレッダーダスト（ASR）汚染土壌であれば、エコシステ
ム花岡に搬入され、それぞれ中間処理される（分解・分別、リユース部品回
収、破砕・選別、粉砕・洗浄、焼却など）。それぞれの中間処理後の廃棄物
・残薩は、小坂製錬（貴金属、銅、鉛などト秋田製錬（亜鉛）で金属を回
収（生産）する。自動車の廃触媒は小坂地区にある日本PGMで白金族を回
収する。最後に残った残直物は、無害化処理などをしてグリーンフィル小坂
の最終処分場やエコシステム花岡の巨大な最終処分場（鉱山の露天掘り跡
地）に埋め立てられる刀。
広大な地域にこれらのグループ企業が立地して、まさに廃棄物の一大循環
一373－
型リサイクル・ビジネスが展開されている。通常のリサイクル工場の沿岸立
地と違って、秋田県北部の内陸部というリサイクル適地とは言えないところ
に10社以上のグループ会社が廃棄物の剛又、解体、金属製錬、焼臥最終処
分を行なっている。
小坂製錬は2007年8月に新型溶融炉（約120億円投資）を導入し多種多様
なリサイクル原料や難処理原料、製錬中間産物、高貴金属含有精鉱を効率的
にリサイクルできる体制づくりを進めている。
その強みは次にある。
①　鉱山事業では、1つの鉱山、鉱石から複数の有用金属を産出するので、
その選鉱工程のノウハウや濃縮した各精鉱をさらに製錬工程で目的物と
不純物を分離する技術などをリサイクル、「都市鉱山」に活かして、約
20元素の金属を回収している。製錬所ではリサイクル原料から、鉱石
（精鉱）原料と同品質の金属を生産できる強みがある。鉱山・製錬のノ
ウハウ、設備、技術、資金を、環境・リサイクル事業に上手に移転でき
た結果であるとも言える。
②　製錬工場の再利用もそうだが、かっての選鉱場施設をそのまま活かし
た汚染土壌の浄化ビジネスは新規投資をする場合に比べて大きな競争力
になっている。同じように、露天掘りの跡地に作った最終処分場（グ
リ‾ンフィル小坂）を有することは、最終処分場が逼迫している状況で
大きな強みである。
③　金属リサイクルは、有用金属であっても環境負荷物質である。鉛やカ
ドミウムが典型である。また、精鉱中の不純物として出てくる枇素も有
害金属であり、それらを製錬工程で分離・再資源化でき、環境ビジネス
において独自の役割を果たしうる。
④　多様な受け皿と一貫システムを持つので、廃家電、E－WASTE、貴金
㌶訪問各社の紹介パンフレット、各社のホームページなど参考。
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属スクラップ、自動車触媒（PGM）、使用済み自動車、自動車シュツレ
ダーダスト、産業廃棄物全般、フロン、汚染土壌などほほ全ての廃棄物
を引き受け、効率的に（廃棄物のエネルギーを利用）リサイクルできる
ことである。
国内国外での環境規制の強化、金属市況の乱高下、金属資源の確保の不安
定状況などは、鉱山・製錬の「動脈事業」から環境・リサイクルの「静脈事
業」に大きく変身したDOWAにとって追い風であったが、このところの厳
しい経済状況に起因する廃棄物量の減少で、事業の効率が落ち込んでいる。
「強み」が「弱み」と表裏一体であるという一面である。新たな戦略として
の海外展開が重要になっている（後述）。
2－3．DOWAの環境・リサイクル事業：金属リサイクル・ビジネス24
廃棄物処理、土壌浄化、最終処分、金属リサイクルなどDOWAのネット
ヮーク化された環境・リサイクル事業が実践されているが、ここでは中核事
業である金属リサイクル・ビジネスだけをやや詳しく見てみよう0
（1）DOWAの金属リサイクルの対象原料とプラント
①　小坂製錬、秋田製錬などでの18元素（金、銀、銅、鉛、亜鉛、カドミ
ウム、ビスマス、セレン、テルル、アンチモン、ガリウム、インジウム、
ゲルマニウム、白金、パラジウム、ロジウム、硫黄など）にわたる金属
のリサイクルは国内ではDOWAだけ。小坂製錬の新型溶融炉の稼働は
まだ高くないが（4万tほど）、10万～15万t／年の処理体制をめざして
いる。
③　小坂製錬所に降接する日本PGM㈱では、自動車の廃触媒から白金族
（白金、パラジウム、ロジウム）を、独自の乾式製錬法でリサイクルし
24文献13、15および仲雅之氏のプレゼン用配布資料「DOWAのCSR：循環型社会の構築に
向けて」（2∝臥10）より。
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ている（釦Ot／月、は国内最大の処理能力）。およそ年5，∞Otの実績は、
世界シェア20％であり、国内はほぼ独占している（2（刀8）。
③　秋田と熊本のプラントで廃家電から主として、銅を回収（処理能力は
60万台／年）。国内シェアは5％ほどである。
⑤　秋田、埼玉、岡山のプラントで、金属屑、制御基板、携帯電話などか
ら金、銀、白金族金属をリサイクル。
⑥　秋田、岡山のプラントで、自動車のシュレッダーダスト（ASR）から
主に鋼を回収（処理能力9，説氾／月）。国内シェアは約10％。
家電リサイクル法（2001）、自動車リサイクル法（2（氾5）、資源有効利用促
進法（2001改正）の施行で、家電や自動車のリサイクルが義務づけられたが、
競合も多くDOWAのシェアは高くない。しかしDOWAが受け入れる金属
リサイクル原料は、排水スラッジ（化成品工場、電子部品工場等から）、電
子部品屑（電子部品工場、市中回収事業所等から）、焼き淳（感材回収工場、
市中回収事業所等から）、使用済み酸化銀電池（時計、携帯楼器等）、リード
フレーム、接点材・導電材、銅条材などがあり、製錬、焼却炉、電解法、貴
金属の湿式回収などで、多種多様な原料、一般的に有害物とされるものにも
対応出来るリサイクル・ネットワークが構築されているからといえよう。
（2）金属リサイクル原料の出所と経済性25
実は、金属リサイクル原料の殆どが、廃家電といった使用済み製品由来で
はないのである。多くは、電気電子部品製造工場等で発生する打ち抜き屑や
端材、他の製錬所の製錬中間物・副生成物なのである。それは、次の表3か
らわかるように工場排出品と使用済み製品では金属含有量が大きく違うので
ある。
25本項は、前掲、伸雅之氏のプレゼン朋己布資料より作成。
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表3　工場排出品と使用済み製品の金属含有量の違い
金属種 工場排 出晶 使用済み製品
鋼 リー ドフレーム屑 ：約100％ 電気製 品中 ：数％ －20％
インジ ウム ITO26ス クラ ップ ：約70％ 液晶パ ネル ：ppm オー ダー
ガ リウム 化合物半導体 ：約50％ 電 気製品中 ：ppm オーダー
出所：仲雅之、文献・資料16
また、使用済みの電気・電子製品の場合は金の含有率が経済価値を決める
ことになるのは、表4から読み取れよう。
表4　パソコン基板の金、銀、鍋の含有率・単価・価値
パソコン基板 含有率　　　 金属単位　　 価値
金 300g／ t　　 x　 2，測0円／g　 こ　 75万円／ t
銀 2，000g／ t　　 X　　 誠円／g　 ＝　 10万円／ t
鋼 15％　　　　 ×　 70万円／ t　　 ＝　 10万円／ t
出所：伸雅之、文献・資料16
従って、金属リサイクル原料の受け入れ価格（購入）は、傘属の含有量
（品位）、実収率、金属価格、処理費、ペナルティー、の諸要素を考慮して、
次式で算定される。
∑（①金属品位×②実収率×③金属価格）－（④処理費＋⑤ペナルティー）
①　金属品位：単位は、金、銀、白金、パラジウムの貴金属は、gラ／トン、
鋼は％
②　実収率：品位が高いほど実収率は高くなる。
加ITOはインジウムと錫の酸化物を指す。
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③　金属価格：相場により変動する。
④　処理費：溶錬費、精製費、前処理費（破砕、焼却など）
⑤　ペナルティー：一定以上の水分、鉛、批素、塩素などを含んでいた場
合に課す。
2－4．地域社会との連抜
小坂町には現存する日本最古の芝居小屋「康楽館」（1910年、鉱山の厚生
施設として建築。現在、国重要文化財指定）があり、今でも常設の演劇や歌
舞伎公演が行われている。堂々たるアメリカ木造ゴシック風の建物は、小坂
鉱山の繁栄と地域社会との結びつきを伝えている。地域社会との新しい連携
の1つとして、DOWAの事業会社は、国の「秋田県北部エコタウン事業」
推進の中核企業になっている。
具体的には、㈱エコリサイクル27が、秋田・青森・岩手3県の家電4品や
廃OA器機の分解・再資源化事業に参加し、小坂製錬㈱も有用金属の回収等
を担う。
また、地域の協力無くしては進まない、使用済み小型家電等（デジタルカ
メラ、携帯電話、ゲーム機等、家電リサイクル法に基づく4品目を除く雑多
な電子・電気製品類）の剛収・資源化の国のモデル事業には、2006年度から
受け皿企業として参加している。この事業は有効なリサイクルが行われてこ
なかった使用済み小型家電等から、注目度が高まっているレアメタルの再資
源化試験を主な目的としている。2006年度は大館市、2∝〉7年度は県北部の地
域、2007年度は全県域を対象エリアとして、小型家電の回収ボックスをスー
パー・家電販売店・公共施設等に設置したり、ピックアップ方式で収集し、
レアメタル回収のための中間処理（エコリサイクル等）を行って、製錬所等
27ハード事業として、フロンの回収・無害化もできる家電リサイクルの新工場を、㈱エコリ
サイクルが2（瓶年完成させた。
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でレアメタルの回収を行うモデル事業である怨。
2－5．海外環境事業展開
DOWAの海外環境事業展開（工場）は、これまでの中国事業、アメリカ
事業に加えて、2009年2月に東南アジアの廃棄物処理会社、ModemAsia
EnvironmentalHoldings，hc．（以下MAEH社）を買収し、新たなアジア展
開を図ることになった。ここでは、中国事業とMAEH社に触れる。
（1）蘇州同和資源綜合利用有限公司
DOWAの中回進出（2003．12）の背景は、一言でいえば、環境ビジネス機
会を活かす市場環境整備が進んできたということになる。もともと中国の産
業廃棄物と一般廃棄物を合わせた廃棄物の発生総量は日本の2倍以上ある。
「世界の工場」の一層の進展で廃棄物発生量の急速な増大と資源リサイクル
の強化が要請されていた。しかしながら中国国内のリサイクルは、法律の未
整備や小規模かつ技術・設備の劣るリサイクル業者の乱立で統率が無い非効
率で環境負荷の大きな状況であった。しかしながら、WTO加盟による金銀
取引の規制緩和、資源循環型社会に向けた廃棄物の管理酎ヒ・資源リサイク
ルの推進、法規制の強化、日本企業をはじめ世界各国の企業の進出ラッシュ、
しかも単に安価な労働力目当ての組立型産業の進出から素材や化学系企業の
進出へのシフトもあり、DOWAのビジネス参入の状況が整ったことである29。
日系企業の集積度が高い江誅省蘇11肺の新区に進出。操業は20似年末から
訪「使用済み小型家電からのレアメタルの回収および適正処理推進事業」（環境省・径済産業
省連携事業）として20瞞年度に秋田、茨城、福岡地域を先行モデル地区として開始され、
順次拡大している。環境省の「使用済′ト塑家電からのレアメタルの剛収及び適正処理に関
する研究会」資料、http：／／wwwenv．gojp／recycle／recycllng／raremetals／conLruCa／04／
mato4．pdfおよび秋田県、大館市等のウェッブサイトなど参照のこと。
29拙稿（2008．3）、仲雅之「同和鉱業の環境・リサイクル事業と殊州での取組みについて」
r日中環境情報交流会・北九州セミナー」プレゼン資料（2005．2）、http・／／wwwenv．go．
jp／earth／coop／jcec／2005／pdf／S＿kyusyu．pdjなど参照。
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であったが、当初1年半ぐらいは電子廃棄物などの対象リサイクル原料が集
まらなかったという。2碑7年春頃にようやく単月の黒字化に転換した30。
事業内容は、貴金属リサイクルや廃棄物処理である。江蘇省全域で日系企
業・外資系企業を主に、電子基板や高品位の原料を収集する。今後は、江蘇
省以外へも事業エリアを広げて、より総合的な環境・リサイクル事業（廃棄
物処理、土壌浄化、リサイクル、環境コンサルタントなど）の展開をめざす。
その際、中国の内外におけるネットワーク化が不可欠になるし、H本国内
のリサイクル施設との連携も重要になる。地元のスクラップ事業者などとの
既存権益との競合、輸出入規制問題などの課題解決が要請される。2α鳩年3
月、現地に家電リサイクル・プラントを新設したが、この工場を本格的に活
用していくのも今後の課題である。ようやく中国版家電リサイクル法31が公
布され（施行は2011．1．1）、自動車リサイクルの本格化も近いので、DOWA
の高度なリサイクル技術・システムへの期待は高い。
（2）MAEH社（タイ）
MAEH社は、インドネシア、タイ、シンガポールの3カ国で4つの事業拠
点を持っている。インドネシアでは、1拠点で最終処理施設や廃油・廃液処
理施設などを保有し、廃棄物処理事業、燃料再生事業、土壌・施設浄化事業
などを行っている。タイでは、焼却処理施設と最終処理施設の2拠点を保有
し、廃棄物処理事業を行っている。シンガポールでは1拠点で焼却処理や蒸
留・再生事業を行っている。
東南アジアにおける拠点を得たことで、日本・中国・東南アジアで廃棄物
処理・土壌浄化・リサイクルのトータルなサービスを提供できるとしている。
また、日本政府などが行っている東南アジアの環境支援活動への貢献を始め、
CDM（CleanDevelopmentMechanism）事業や環境コンサルティング、各国
灘2∝格／7／25の仲雅之氏のヒアリングより。
31正式には、「廃家電器電子製品の回収処理管理条例」2船9．2．25公布
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での環境関連人材の育成にも力を入れていけると期待している32。
3．持続可能な国際的な循環資源流通のシステム構築と企業の役割～おわり
に代えて
本稿冒藻の「4つのシステム条件」違反を続ける国際社会に持続可能な未
来は無い。なんとしても経済と環境のデカップリングを推進しなければなら
ないのだが、その重要な取組みの一環に、国際循環資源の環境負荷の少ない
流通システムの構築がある。そのためのポイントは、国際協力と企業の主体
的な参加・役割遂行がある。
3－1．国際的な3R（Reduce，Reuse，RecycEe）の推進
改めて「循環型社会」とは「製品などが廃棄物となることを抑制し、排出
された廃棄物（循環資源）についてはできるだけ資源として適正に利用し、
最後にどうしても利用出来ないものは適正に処分することが徹底されること
により実現される、天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減される
社会」（循環型社会基本法第2条）である。この定義を国際的に広げたもの
が「匡l際的な循環型社会」ということができるが、廃棄物・循環資源の移動
の範囲を考慮すると、東アジア地域（日本、中国、韓国、東南アジア諸国）
をまず念頭に置くことが適当であろう刀。
この東アジアの循環資源流通システム構築については、拙稿で触れており、
次の5つの課題をあげた別ので、ここではそれらの課題の中で進展のあった
ものを紹介するに留めたい。
（む　循環資源・再生資源・有害廃棄物・中古品などの区別の明確化
32DOWAエコシステムのホームペpジ参照。httpン′／www．dowa－eCO．CO）p／global／MAEH，
html
刀r循環型社会白書」（H18）p．57．
朗拙稿（2∞8．3）、pp，210－212．
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②　循環資源の国際流通におけるトレーサビリティの確保
③　有害廃棄物の国際流通の輸出入手続きの制度化と簡素化
④　中古品の国際流通に関する仕組みづくり
⑤　国内3Rの推進と国際協力
（1）循環資源流通のトレーサビリティの確保
2008年に、安心・安全な国際資源循環の実現をめざす、NTTデータ経営
研究所、リコー、響港開発（北九州市）など、日本企業数社で発足させた
「資源循環ネットワーク・コンソーシアム」が土台となって、国際資源循環
の適正化と循環資源のトレーサビリティを確保する仕組みが立ち上がってき
た。
2009年3月に設立された「一般社団法人　資源循環ネットワーク」である。
この「ネットワーク」の目的は、世界初の「トレーサビリティ認証」を行う
ための機関である。つまり、循環資源の運送、処理・加工、再資源化を行う
リサイクル業者を、資源循環ネットワークが審査・認証を行い、認証を受け
たリサイクル業者の運送・処理・加工・再資源化等の業務をトレースする仕
組みを作って、彼らが業務を担うことで、排出事業者に安心かつ安全な循環
資源リサイクルを約束しよう（トレーサピリティ情報の提供）というサービ
スである35。
現在具体化している日本と中国の2国間で見れば、日本国内の排出事業者
から運搬事業者を経て中国のリサイクル事業者で製品化されるまで、バー
コードやICタグを用いて追跡を行い、それを一元管理する「一般社団法人
資源循環ネットワーク」が、リアルタイムの移動情報や再資源化実績報告
書のサービスを排出事業者に提供する。当面の取扱い品目は、国内ではサー
35北九州市のひびき港地区（エコタウン）内に事務局を置く。http：／／www．trace－reCyCle．or．
jp／inh／network．html
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マルリサイクルや埋立処理しかできないが、中国ではマテリアルリサイクル
が可能になる「複合プラスチック」に限定してスタートした36。2（泊9年11月
現在で、国内1社（㈱エコマテリアル　九州工場）、国外1社（増城市博大
塑料五金有限公司、中国・広東省）が登録されている。
（2）「資源循環ネットワーク」のビジネスモデル
資源循環ネットワークのサービスは、国内国外の優良なリサイクル事業者
を育てることによって、廃棄物の不法投棄を無くし、排出事業者に適正な処
理ルートを提供し、「廃棄物」を「循環資源」にする可能性を持つビジネス
である。
その特徴は、第三者的認証サービスを行う民間ビジネスであること、「廃棄
物」の不法投棄の監視などではなく有価物としての「循環資源」のトレーサ
ピリティ情報を提供すること、「国内」だけでなく循環資源の「輸出先国」
における再生処理・リサイクル状況を管理・追跡することにある。
こうしたサービスはどのようなニーズに応えることができるのだろうか。
まずは、CSR（企業の社会的責任）の視点から、安全・安心を確保したい
循環資源の排出事業者に対するトレーサビリティ情報へのニーズがある。ま
た、競争優位の差別化をはかるために、認証システムへの参加を望むリサイ
クル事業者や運搬事業者等に対する審査・登録・立入検査サービスへのニー
ズがある。さらには、循環資源の輸出に伴う複雑な行政手続きや輸出手続き
等の簡素化・迅速化を望む荷主等への代行サービスのニーズがあると見られ
る37。
現状では、登録リサイクル事業者数の増大と質の確保、国際モニタリング
システムの構築などトレーサビリティ情報システム確立などの課題があるが、
36北九州市記者発表資料（2009．12．9）http：／／www．city．kitakyushujp／五le／03010200／
happyouノ的1209sigen－junkan．pdf
37「コンソーシアム」参加企業の1社である（槻サトーの広報資料参照。httpノ／wwwsato．
co．jp／toplCS／release／2007／document／20070712．pdf
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事業者の主体的参加モデルとして注目している。
（3）国際協力の強化
国連環境計画（UNEP）や国連大学（UNU）などの合同調査によると、
中国、インド、南アフリカなど新興国におけるE－Wastes（廃電気・電子機
器）の発生量は2020年までに現在の2～18倍に急増し、廃棄物に含まれる有
害物質による環境汚染が深刻化するとしている。例えば、中国の2010年の
E－Wastes発生量は約230万tで、アメリカの300万tに次いで世界2位と予
測している。2020年までに、廃棄パソコンは2～4倍、廃棄携帯電話は7倍
になるとみている。また、バーゼル条約に加盟し海外からのE－Wastesの輸
入を禁止しているにも拘らず、現実には大量に持ち込まれていること、鋼・
貴金属・希少金属を回収するために野焼きなど不適切なリサイクルが広範囲
に行われていること、国内の包括的なE－Wastesの回収システムが構築され
ていないことなどが指摘されている。その上で、国際協力によって適切な
E－Wastesの処理およびリサイクル・システム構築の必要性を論じている駕。
まさに、前述の「資源循環ネットワーク」の要請であり、DOWAをはじ
めとする日本の3R技術のグローバル展開による国際貢献の機会なのである。
3－2．企業の役割
中国の循環経済の理念の中に、次の「小循環」「中循環」「大循環」の考え
方がある39。
・小循環：企業レベルでの取組みを指し、クリーナー・プロダクション40
38UNEPPressRelease22Feb，．2010．’UrgentNeedtoPrepareDevelopingCountriesior
SurgeinE・Wastes’．http：／／www．unep．org／Documents．「電子ごみ、新興国で急増」r日
経新聞」2010．2．別夕刊記事。
39小柳秀明「中国発：‘循環経済，起死回生の再構築」EICネット（2（泊5．髄．の）
httpノ／www．eic．orJp／Ⅱbrary／pickup／puO瑚09，htm1
40クリーナー・プロダクションとは、1992年の地球サミットで採択された「アジェンダ21」
で提唱された概念。従来の公害対策は、汚染の排出口における防止処理（エントオブ・
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を遂行して、製品とサービス中の物質とエネルギーの使用量を減らし、
汚染物発生の最小化をめざす。
・中循環：地域レベルでの取組みを指し、企業群、工業団地、経済開発区
における生態工業を発展させる。すなわち上流生産過程の副産物や廃棄
物を下流生産過程の原料とし、企業間の代謝関係と共生関係の生態産業
チェーンを形成する生態工業団地の建設をめざす。
・大循環：社会レベルでの取組みを指し、グリーン消費を推進し、廃棄物
の分別収集システムを確立し、第1次、第2次、第3次産業間の循環を
通じて、最終的に循環型社会の実現をめざす。
個別企業の環境・リサイクルへの取組みは、いうまでもなく上の「小循
環」の取組みである。
中国国内で回収されないリサイクル資源は、鉄屑500万t、非鉄金属20万t、
古紙・廃プラスチックス・廃ガラス等1，400万tと見積もられ、300～350億
元の経済価値を持つと見られる41。こうしたリサイクル資源の回収と同時に、
より高度の再資源化技術の確立も要請される。なぜなら、リサイクル資源
（循環資源、再生資源）は、有用な金属を含んでいる一方で、適正にリサイ
クルされない場合、環境を汚染する。多くの循環資源は、資源性と汚染性の
両面を持っている。例えば、便用済み携帯電話1t中には、280gの金、2kg
近い銀、140gのパラジウムなどの貴金属やレアメタルが入っているが、汚
染物質のカドミウム、ガリウム、鉛、批素、六価クロムなども入っている。
こうした潜在的な汚染物質を回収したり、管理することが重要である。さき
に見たDOWAの場合、携帯電話はほぼ100％リサイクルが可能である。
高度に「小循環」できる企業にとっては、国内で、国際3Rで、環境・リ
パイプ技術）が中心だったが、これに対し、ライフサイクル全体（原料採取、生産、廃棄、
再利用のすべての工程）で環境負荷を軽減する考えにもとづき、個々の対策技術やシステ
ム管理手法を包含した対応策をいう。
41小島一道「中国におけるリユース・リサイクル産業」出所は脚注29同じ。
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サイクルの大きなビジネス機会を活かすことができる時代になっている。
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